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仕事と生活の調和推進のための行動指針

１　行動指針の性格

本行動指針は、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」（以下「憲章」という。）

で示す「仕事と生活の調和が実現した社会」を実現するため、企業や働く者、国民の効果的な取組、

国や地方公共団体の施策の方針を定める。

２　「仕事と生活の調和が実現した社会」に必要とされる諸条件

憲章で示した「仕事と生活の調和が実現した社会の姿」の具体的な 3つの社会が実現するために

必要な条件はそれぞれ以下のとおりである。

①　就労による経済的自立が可能な社会

・若者が学校から職業に円滑に移行できること。

・若者や母子家庭の母等が、就業を通じて経済的自立を図ることができること。

・意欲と能力に応じ、非正規雇用から正規雇用へ移行できること。

・就業形態に関わらず、公正な処遇や能力開発機会が確保されること。

②　健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会

・企業や社会において、健康で豊かな生活ができるための時間を確保することの重要性が認識

されていること。

・労働時間関係法令が遵守されていること。

・健康を害するような長時間労働がなく、希望する労働者が年次有給休暇を取得できるよう取

組が促進されていること。

・メリハリのきいた業務の進め方などにより時間当たり生産性も向上していること。

・取引先との契約や消費など職場以外のあらゆる場面で仕事と生活の調和が考慮されていること。

③　多様な働き方・生き方が選択できる社会

・子育て中の親、働く意欲のある女性や高齢者などが、子育て期、中高年期といった人生の各

段階に応じて多様で柔軟な働き方が可能となる制度があり、実際に利用できること。

・多様な働き方に対応した育児、介護、地域活動、職業能力の形成等を支える社会的基盤が整

備されていること。

・就業形態に関わらず、公正な処遇や能力開発機会が確保されること（再掲）。
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３　各主体の取組

仕事と生活の調和の実現の取組は、個々の企業の実情に合った効果的な進め方を労使で話し合い、

自主的に取り組んでいくことが基本であるが、我が国の社会を持続可能で確かなものとすることに

関わるものであることから、国と地方公共団体も、企業や働く者、国民の取組を積極的に支援すると

ともに、多様な働き方に対応した子育て支援や介護などのための社会的基盤づくりを積極的に行う。

（１）企業、働く者の取組

（総論）

・経営トップがリーダーシップを発揮し、職場風土改革のための意識改革、柔軟な働き方の実現

等に取り組む。

・労使で仕事と生活の調和の実現に向けた目標を定めて、これに計画的に取り組み、点検する仕

組みを作り、着実に実行する。

・労使で働き方を見直し、業務の進め方・内容の見直しや個人の能力向上等によって、時間当た

り生産性の向上に努める。企業は、雇用管理制度や人事評価制度の改革に努める。働く者も、

職場の一員として、自らの働き方を見直し、時間制約の中でメリハリのある働き方に努める。

・管理職は率先して職場風土改革に取り組み、働く者も職場の一員としてこれに努める。

・経営者、管理職、働く者は、自らの企業内のみならず、関連企業や取引先の仕事と生活の調和

にも配慮する。

・働く者は、将来を見据えた自己啓発・能力開発に取り組み、企業はその取組を支援する。

・労使団体等は連携して、民間主導の仕事と生活の調和に向けた気運の醸成などを行う。

・労使は、就業の実態に応じて、均衡を考慮しつつ、労働契約を締結し、又は変更すべきものとする。

（就労による経済的自立）

・就職困難者等を一定期間試行雇用するトライアル雇用などを活用しつつ、人物本位による正当

な評価に基づく採用を行う。

・パート労働者等については正規雇用へ移行しうる制度づくり等を行う。

・就業形態に関わらず、公正な処遇や積極的な能力開発を行う。

（健康で豊かな生活のための時間の確保）

・時間外労働の限度に関する基準を含め、労働時間関連法令の遵守を徹底する。

・労使で長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進など、労働時間等の設定改善のための業務

の見直しや要員確保に取り組む。

・社会全体の仕事と生活の調和に資するため、取引先への計画的な発注、納期設定に努める。

（多様な働き方の選択）

・育児・介護休業、短時間勤務、短時間正社員制度、テレワーク、在宅就業など個人の置かれた状

況に応じた柔軟な働き方を支える制度の整備、それらを利用しやすい職場風土づくりを進める。
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・男性の子育てへの関わりを支援・促進するため、男性の育児休業等の取得促進に向けた環境整

備等に努める。

・女性や高齢者等が再就職や継続就業できる機会を提供する。

・就業形態に関わらず、公正な処遇や積極的な能力開発を行う。

（２）国民の取組

・国民一人ひとりが、個々人の多様性を理解し、互いに尊重し合う。

・自らの仕事と生活の調和の在り方について考え、周囲の理解を得ながらその実現を目指す。

・家庭や地域の中での自らの役割を認識し、積極的な役割を果たす。

・消費者の一人として、サービスを提供する労働者の働き方に配慮する。

（３）国の取組

（総論）

・全国や地域での国民の理解や政労使の合意形成を促進する。

・自営業者など雇用者以外の人も含めた仕事と生活の調和の重要性についての理解促進を図る。

・生活の時間の確保や多様な働き方を可能とする雇用環境整備を目指した支援を進める。

・働き方に中立的な税・社会保障制度の在り方を検討する。

・経済全体の生産性の向上を図っていく観点から、中小企業対策（新分野への進出支援や事業再

生・承継支援、下請取引の適正化の確保、資金調達の円滑化等）など包括的な取組を引き続き

着実に推進する。

・先進企業の好事例等の情報の収集・提供・助言、業務効率化のノウハウ提供、中小企業等が行

う労働時間等設定改善の支援等、仕事と生活の調和の実現に取り組む企業への支援を推進する。

・労働基準法、労働契約法、パートタイム労働法等関係法令の周知を図るとともに、法令遵守の

ための監督及び指導を強化する。

・顕彰制度や企業の取組の診断・点検を支援すること、次世代育成支援対策推進法に基づく認定

マーク（くるみんマーク）の周知等により、積極的取組企業の社会的な評価を推進する。

・公共調達において、契約の内容に応じ仕事と生活の調和に積極的に取り組む企業を評価する取

組を推進する。

・働く者等の自己啓発や能力開発の取組を支援する。

・労働者の健康を確保し、安心して働くことのできる職場環境を実現するためにメンタルヘルス

対策を推進する。

・行政機関においても、業務の効率化等により長時間労働の抑制を図るとともに、男性の育児休業

の取得や介護のための両立支援制度の活用の促進など、率先して仕事と生活の調和に取り組む。

（就労による経済的自立）

・勤労観・職業観を形成し、社会人・職業人として必要な能力を身につけた人材を育成するため、

学校段階を通じたキャリア教育・職業教育を体系的に充実させる。また、キャリア教育を進める

にあたっては、社会・経済・雇用などの基本的な仕組みや労働者としての権利・義務、仕事と生
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活の調和の重要性など、キャリアを積み上げる上で必要な知識の理解についても促進を図る。

・現在のジョブ・カード制度等を発展させ、非正規労働者を含めた、社会全体に通じる職業能力

開発・評価制度を構築する。また、職場や地域での活動に必要な能力向上の機会を拡充するた

め、社会人の学習目的に応じた教育プログラムの提供や学習成果が適切に評価されるような枠

組みの構築等により、社会人の大学や専修学校、公民館等における学習を促進する。

・非正規労働者や長期失業者等に対し、職業訓練とその期間中の生活保障を行う求職者支援制度

の創設に向けた検討を行い、トランポリン型の第 2のセーフティネットを確立する。

・フリーターの常用雇用化を支援する。

・若者や母子家庭の母等、経済的自立が困難な者の就労を支援する。

（健康で豊かな生活のための時間の確保）

・労使による長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進など、労働時間等の設定改善の取組を

支援する。

・改正労働基準法（平成 22 年施行）に基づく割増賃金率の引上げへの対応や年次有給休暇取得

促進を図るために改正した「労働時間等見直しガイドライン（労働時間等設定改善指針）」の

周知等により、長時間労働の抑制及び年次有給休暇の取得促進を図る。

（多様な働き方の選択）

・育児・介護休業、短時間勤務、短時間正社員制度、テレワークといった多様な働き方を推進す

るとともに、パート労働者の均衡待遇の推進、働く意欲と能力のある女性や高齢者の再就職や

就業継続の支援、促進等、その多様な働き方を推進するための条件を整備する。

・女性が主体的に働き方を選択できるよう、結婚、妊娠、出産といったライフイベントを視野に

入れ、長期的な視点で自らの人生設計を行うことを支援する。

・妊娠・出産を経ても働き続けたいという希望を持ちながらも離職する女性がいまだに多い現状

を改善し、育児休業を取得しやすい環境を整備するとともに女性の就業率の向上を図る。

・多様な働き方に対応した保育サービスの充実等多様な子育て支援を推進する。

・在宅就業の環境整備のための枠組みを検討する。

・「パパ・ママ育休プラス」等も活用した男性の育児休業の取得促進や学校や地域など様々な場

で、男女が協力して子育てに関わることについての学習機会を提供すること等により男性の子

育てへの関わりの支援・促進を図る。

・地域のスポーツ活動や自然体験活動、文化活動等への親子での参加を促すとともに、保護者や

地域住民等の学校支援活動などへの参加を促進し、男性が子育てに関わるきっかけを提供する。

・地方公共団体や市民・NPO等による育児・介護の社会的基盤づくりを支援する。

・多様な教育訓練システムの充実等、職業能力の形成支援に係る労働市場の社会的基盤を整備する。

（４）地方公共団体の取組

・地方の実情に即した、仕事と生活の調和の実現に向けた住民の理解や合意形成を促進する。

NPO等の活動を通じて中小企業経営者等の取組の促進を図る。



仕
事
と
生
活
の
調
和
（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
）
憲
章
　
仕
事
と
生
活
の
調
和
推
進
の
た
め
の
行
動
指
針

158

参
考
資
料

・仕事と生活の調和の実現に積極的に取り組む企業に対する認証・認定制度や表彰、融資制度や

優遇金利の設定、公共調達における優遇措置など、地方の実情に即した取組を行い、企業にお

ける取組を支援・促進する。

・多様な働き方に対応した保育サービスの充実等多様な子育て支援を展開する。

・地域の実情に応じて、育児・介護等を行う家族を支える社会的基盤を形成する。

４　仕事と生活の調和の実現の進捗状況の点検・評価

数値目標の設定や「仕事と生活の調和」実現度指標の活用により、仕事と生活の調和した社会の

実現に向けた全体としての進捗状況を把握・評価し、政策への反映を図る。また、憲章、本行動指

針の点検・評価を行うため、学識経験者、労使の代表で構成される検討の場を設け、数値目標や

「仕事と生活の調和」実現度指標についても必要に応じて見直すこととする。

５　数値目標（別紙1）

仕事と生活の調和した社会の実現に向けた企業、働く者、国民、国及び地方公共団体の取組を推進する

ための社会全体の目標として、政策によって一定の影響を及ぼすことができる項目について数値目標を設

定する。この数値目標は、社会全体として達成することを目指す目標であり、個々の個人や企業に課され

るものではない。2020 年の目標値は、取組が進んだ場合に達成される水準（①個人の希望が実現した場

合を想定して推計した水準、又は、②施策の推進によって現状値や過去の傾向を押し上げた場合を想定し

て推計した水準等）を設定する。

６「仕事と生活の調和」実現度指標の在り方（別紙2）

「仕事と生活の調和」実現度指標とは、我が国の社会全体でみた①個人の暮らし全般に渡る仕事

と生活の調和の実現状況（個人の実現度指標）と、②それを促進するための環境の整備状況（環境

整備指標）を数量的に把握するものである。個人の実現度指標については、「Ⅰ 仕事・働き方」、

「Ⅱ 家庭生活」、「Ⅲ 地域・社会活動」、「Ⅳ 学習や趣味・娯楽等」、「Ⅴ 健康・休養」の 5分野ごと

に中項目、小項目を設け、環境整備指標については分野を設けず 1つの指標とする。「仕事と生活

の調和」実現度指標では、本行動指針で数値目標とされた指標を含む別紙 2の構成要素に掲げられ

た指標を合成して作成する。この「仕事と生活の調和」実現度指標は、目標として設定するもので

はなく、仕事と生活の調和の進展度合いを測るものである。なお、憲章で定める「就労による経済

的自立が可能な社会」、「健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会」、「多様な働き方・生き

方が選択できる社会」の 3つの社会の姿の実現状況も本指標により把握することができる。
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数値目標設定指標 現状（直近の値）

Ⅰ
就
労
に
よ
る
経
済
的
自
立
が
可
能
な
社
会

① 就業率（Ⅱ、Ⅲにも関わるものである）

20 ～ 64 歳　74.6 ％ 80 ％

15 歳以上　56.9 ％ 57 ％

20 ～ 34 歳　73.6 ％ 77 ％

25 ～ 44 歳　女性　66.0 ％ 73 ％

60 ～ 64 歳　57.0 ％ 63 ％

③ フリーターの数
約 178 万人

（2003 年にピークの 217 万人）
124 万人

※ピーク時比で約半減

Ⅱ
健
康
で
豊
か
な
生
活
の
た
め
の
時
間
が

確
保
で
き
る
社
会

④ 労働時間等の課題について労使が話し合いの
機会を設けている割合

52.1 ％ 全ての企業で実施

⑤ 週労働時間 60時間以上の雇用者の割合 10.0 ％ 5 割減

⑥ 年次有給休暇取得率 47.4 ％ 70 ％

⑦ メンタルヘルスケアに関する措置を受けられ
る職場の割合

33.6 ％ 100 ％

Ⅲ
多
様
な
働
き
方
・
生
き
方
が
選
択
で
き
る
社
会

⑧ 在宅型テレワーカーの数 330 万人 700 万人
（2015 年）

⑨ 短時間勤務を選択できる事業所の割合
（短時間正社員制度等）

（参考）8.6 ％以下 29 ％

⑪ 第 1子出産前後の女性の継続就業率 38.0 ％ 55 ％

⑫ 保育等の子育てサービスを提供している割合

保育サービス（3歳未満児）
24 ％（平成 21 年度末見込み）

44％
（2017 年度）

放課後児童クラブ（小学 1年～ 3年）
20.8 ％

40 ％
（2017 年度）

⑬ 男性の育児休業取得率 1.23 ％ 13 ％

⑭ 6歳未満の子どもをもつ夫の育児・家事関連
時間

1 日当たり
60 分 2時間 30 分

⑩ 自己啓発を行っている労働者の割合
42.1 ％（正 社 員）
20.0 ％（非正社員）

70 ％（正 社 員）
50 ％（非正社員）

2020 年

② 時間当たり労働生産性の伸び率（実質、年平
均）（Ⅱ、Ⅲにも関わるものである）

1.7 ％
（2000 ～ 2009 年度の 10 年間平均）

実質 GDP 成長率に関する目標
（2 ％を上回る水準）より高い水準
（※）

数値目標の設定に当たっては、以下の数値目標との整合性を取っている。
・①～③、⑤～⑦、⑩～⑬：「新成長戦略」（平成 22年 6月 18 日、閣議決定）
・①、③、⑤～⑦、⑩、⑪、⑬：「2020 年までの目標」（平成 22年 6月 3日、雇用戦略対話）
・⑧：「新たな情報通信技術戦略工程表」（平成 22年 6月 22 日、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）
・⑫：「子ども・子育てビジョン」（平成 22年 1月 29 日閣議決定）
※「新成長戦略」（平成 22年 6月 18 日、閣議決定）において、「2020 年度までの平均で、名目 3％、実質 2％を上回る成長を目指す。」、
「2％を上回る実質成長率を実現するためには、それを上回る労働生産性の伸びが必要である。」とあることを踏まえたもの。

別表1

数　値　目　標
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指標（現状値）の算定方法等

①　就業率
【総務省「労働力調査」（平成 21年平均）】

②　時間当たり労働生産性の伸び率
【内閣府「国民経済計算」〔連鎖方式〕、総務省「労働力調査」〔年度平均〕、厚生労働省「毎月勤労統計調査」〔5人以上事業所〕】
時間当たり労働生産性＝実質GDP／（就業者数×労働時間）として、2000 ～ 2009 年度の平均伸び率を算出

③　フリーターの数
【総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成 21年平均）】
15 歳から 34 歳までで、男性は卒業者、女性は卒業で未婚の者のうち、①雇用者のうち「パート・アルバイト」の者、②完全失業者のうち探し
ている仕事の形態が「パート・アルバイト」の者、③非労働力人口のうち希望する仕事の形態が「パート・アルバイト」で家事も通学も就業内定
もしていない「その他」の者の合計

④　労働時間等の課題について労使が話し合いの機会を設けている割合
【厚生労働省「平成 21年労働時間等の設定の改善の促進を通じた仕事と生活の調和に関する意識調査」】
企業規模 30 人以上の農林漁業を除く全業種から無作為に抽出した企業における、「労働時間等設定改善委員会をはじめとする労使間の話し合い
の機会」を「設けている」と回答した企業の割合
注）労働時間等設定改善委員会での話し合い以外にも、例えば、プロジェクトチームの組織化、労働組合との定期協議の実施、労使懇談会の開
催等が含まれる。

⑤　週労働時間 60時間以上の雇用者の割合
【総務省「労働力調査」（平成 20年平均）】
非農林業雇用者（休業者を除く）総数に占める週間就業時間（年平均結果）が 60時間以上の者の割合

⑥　年次有給休暇取得率
【厚生労働省「就労条件総合調査」（平成 20年）】
常用労働者数が 30人以上の民営企業における、全取得日数／全付与日数（繰越日数を含まない）

⑦　メンタルヘルスに関する措置を受けられる職場の割合
【厚生労働省「労働者健康状況調査」（平成 19年）】
10 人以上規模事業所における「心の健康対策（メンタルヘルスケア）に取り組んでいる」と回答した事業所の割合
注）「心の健康対策（メンタルヘルスケア）」の取組内容としては、「職場環境の評価及び改善」、「労働者からの相談対応の体制整備」、「労働者への

教育研修、情報提供」、「管理監督者に対する教育研修、情報提供」、「メンタルヘルスケアの実務を行う担当者の選任」なども含まれる。

⑧　在宅型テレワーカーの数
【国土交通省「テレワーク人口実態調査」（平成 20年度）】
テレワーカー（※）のうち、自宅を含めてテレワークを行っている人の数
※テレワーカーとは、以下のA．B．C．D．の 4つの条件をすべて満たす人。
A．ふだん収入を伴う仕事を行っている
B．仕事で電子メールなどの IT（ネットワーク）を使用している
C．IT を利用する仕事場所が複数ある、又は 1ヶ所だけの場合は自分の所属する部署のある場所以外である
D．自分の所属する部署以外で仕事を行う時間が、1週間あたり 8時間以上である

⑨　短時間勤務を選択できる事業所の割合（短時間正社員制度等）
「短時間正社員」の定義：フルタイム正社員より一週間の所定労働時間が短い正社員をいい、①フルタイム正社員が育児・介護に加え、地域活
動、自己啓発その他何らかの理由により短時間・短日勤務を一定期間行う場合と、②正社員の所定労働時間を恒常的に短くする場合の双方を含む。
「短時間勤務を選択できる事業所の割合」としては、短時間正社員制度を就業規則に明文化している場合に加え、そのような働き方が選択でき
る状態になっている場合も含まれるように調査を実施する予定。
（参考）人事院「平成 17 年民間企業の勤務条件制度等調査の結果について」によれば、100 人以上の企業における育児・　　介護以外の事由を認

める短時間勤務制がある企業数割合は 8.6 ％以下　→　自己啓発（1.9 ％）、地域活動（1.6 ％）、高齢者の退職準備（1.7 ％）、その他の事
由（2.3 ％）（以上複数回答）、事由を問わず認める（1.1 ％）

⑩　自己啓発を行っている労働者の割合
【厚生労働省「能力開発基本調査」（平成 21年度）】
常用労働者 30 人以上を雇用する事業所より無作為に抽出した事業所に雇用される常用労働者から、無作為に抽出した常用労働者のうち「自己
啓発を行った」と回答した者の割合
注）能力開発基本調査における用語の定義
正 社 員：常用労働者のうち、雇用期間の定めのない者であって、パートタイム労働者などを除いた、いわゆる正社員をいう。
非正社員：常用労働者のうち、上記正社員以外の人をいう（「嘱託」、「契約社員」、「パートタイム労働者」又はそれに近い名称で呼ばれてい

る人など）。なお、派遣労働者及び請負労働者は含まない。
自己啓発：労働者が職業生活を継続するために行う、職業に関する能力を自発的に開発し、向上させるための活動をいう（職業に関係ない趣

味、娯楽、スポーツ健康増進等のためのものは含まない）。

⑪　第 1子出産前後の女性の継続就業率
【国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」（平成 17年）】
2000 年から 2004 年の間に第 1子を出産した女性について、第 1子妊娠前に就業していた者に占める第 1子 1歳時にも就業していた者の割合

⑫　保育等の子育てサービスを提供している割合－保育サービス（3歳未満児）－
【新待機児童ゼロ作戦目標数値より平成 21 年度末利用児童数を推計、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成 18 年 12 月推
計）（出産中位・死亡中位）】
保育所利用児童数／ 3歳未満人口
保育等の子育てサービスを提供している割合－放課後児童クラブ（小学 1年～小学 3年）－
【文部科学省「学校基本調査」（平成 21年）、厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課調査（平成 21年）】
放課後児童クラブ登録児童数　／　小学校 1～ 3年生の就学児童数
注）保育等の子育てサービスを提供している割合は、他の目標の進捗状況によって目標の達成が左右される。

⑬　男性の育児休業取得率
【厚生労働省「雇用均等基本調査」（平成 20年度）】
5人以上規模事業所における 2007 年 4 月 1 日から 2008 年 3 月 31 日までの 1年間の配偶者が出産した者に占める育児休業取得者（2008 年 10
月 1日までに育児休業を開始した者）の割合

⑭　6歳未満の子どもをもつ夫の育児・家事関連時間
【総務省「社会生活基本調査」（平成 18年）】
6歳未満の子どもをもつ夫の 1日当たりの「家事」、「介護・看護」、「育児」、「買い物」の合計の時間
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